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営農型太陽光発電（ソーラーシェアリング）
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営農型太陽光発電の取組状況

◼ 農林水産省の調査によれば、営農型太陽光発電設備を設置するための農地転用許可件数は増加傾向にあ
り、令和３年度までの累計で4,349件に達している。

◼ また、発電設備下部農地での栽培作物は野菜等が32%、観賞用植物が31%と続いており様々存在。

出所：農林水産省「農林水産省説明資料」（総合エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第68回））、
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/068_02_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/068_02_00.pdf
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営農型太陽光発電設備設置状況等について

◼ 平成30年5月15日付に農林水産省より出された「支柱を立てて営農を継続する太陽光発電設備等につい
ての農地転用許可制度上の取扱いについて」の通知以降、要件を満たすものについては、一時転用許可期
間がそれまでの3年以内から10年以内に延長されている。

◼ 近年、許可件数のうち10年以内の要件を満たすものの割合は増加しているが、荒廃農地への一時転用許
可数に大きな変化はない。

出所：農林水産省「営農型太陽光発電設備設置状況等について（令和３年度末現在）」、 https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukei/totiriyo/attach/pdf/einogata-9.pdf

改
定
後

https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukei/totiriyo/attach/pdf/einogata-9.pdf
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脱炭素先行地域における発電設備下部農地での栽培作物例

◼ 脱炭素先行地域の一部自治体では、荒廃農地・耕作放棄地などを対象とした営農型太陽光発電導入事業
が計画されている。（栽培予定作物が提案書等に記載されていた自治体を下記に一覧化）

◼ また栽培予定作物は牧草、ぶどう、米、ゆずなど様々で、それぞれの地域の特徴が表れているものも存在。

自治体名（選定時期）
営農型太陽光発電導入予定

（提案書参考）
栽培予定作物（提案書参考）

熊本県球磨村
（第一回2022年4月選定）

荒廃農地 牧草など

高知県北川村
（第三回2023年4月選定）

耕作放棄地
（ゆず農園内）

ゆず

熊本県あさぎり町
（第三回2023年4月選定）

荒廃農地 家畜飼料など

長野県生坂村
（第三回2023年4月選定）

耕作放棄地 ぶどう

千葉県匝瑳市
（第四回2023年11月選定）

遊休農地（水田） 米（稲）

〇栽培予定作物が提案書に記載されていた自治体一覧（2024年時点）
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荒廃農地・耕作放棄地などを対象とした営農型太陽光発電事例①

公民連携のソーラーシェアリングによる
遊休農地の再生と電力の地産地消

（埼玉県所沢市）

◼ 遊休農地の再生と電力の地産地消を図る
べく、所沢市と事業者が調査検討から許
認可の申請等に至るまで連携して行うこと
で、ソーラーシェアリングを2021年から実施。

◼ 発電した電力は、地域新電力である(株)
ところざわ未来電力を通じて所沢市の公
共施設へ供給。

• 作物：ブルーベリー及びブドウ
（遮光率40%）
※1種類では事業運営上リスクがあるので2種類
の作物を選定

• 発電設備容量・農地面積：989kW・
1.3ha

地域の荒廃農地の解消と
地域農業の継続を目指す
（千葉県匝瑳市）

◼ 荒廃農地の解消を図り、日本政策金融
公庫等の融資を活用して、営農型太陽光
発電設備を2016年に設置。

◼ 発電事業は千葉エコ・エネルギー(株)、営
農はThree Little Birds(合)が担い、千
葉エコ・エネルギーは売電収入の一部を還
元し農業経営を下支えする仕組みを構築。

• 作物：在来大豆（遮光率32%）
※地域固有種を採用し、高付加価値化

• 発電設備容量・農地面積：
49.5kW・0.11ha

農地の有効活用と安定的な農業経営
（岩手県一関市）

◼ 石礫が多く、収量を上げにくい地域であるこ
とから、農業経営の安定化を図るため、営
農型太陽光発電を2018年から実施。

◼ 発電事業は(合)吉高鈴ヶ沢、営農は(有)
桜井農場・いわて藤沢が担い、売電収入
の一部を地域営農者へ還元。

◼ 地域営農者等は、地域還元を得ることで、
地域農業資源を活用した有機農業に挑
戦。

• 作物：小麦・大麦
※有機栽培

• 発電設備容量・農地面積：5.3MW・
6.6ha

大型機械も作業可能

出所：環境省「地域主導の再エネ・地域脱炭素に関する取組事例集」、 https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/torikumi_jirei_202404.pdf、
農林水産省「営農型太陽光発電取組事例集（一覧）」、 https://www.maff.go.jp/j/shokusan/renewable/energy/attach/pdf/einou-36.pdf

農林水産省「営農型太陽光発電について」、https://www.maff.go.jp/j/shokusan/renewable/energy/attach/pdf/einou-30.pdf

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/torikumi_jirei_202404.pdf、
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/renewable/energy/attach/pdf/einou-36.pdf
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/renewable/energy/attach/pdf/einou-30.pdf
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荒廃農地・耕作放棄地などを対象とした営農型太陽光発電事例②

お茶栽培への架台有効活用
（静岡県菊川市）

取組を機にパネル施工事業者が
農業参入、未利用地を解消

（岩手県紫波町）

◼ 持続的に茶産業を継続するために、借り受
けた耕作放棄地を対象に、(株)流通サー
ビスが2014年より開始した事例。

◼ 発電設備の棚にレールを設置し、太陽光
発電の電力により、てん茶栽培の被覆に必
要な寒冷紗を、遠隔で⾃動開閉できるシス
テムを採用。棚設置の省コスト、省力化を
実現。

• 作物：茶（遮光率40%）
※パネル下は夜間温度が高く、防霜ファンも設置
していないが霜害はない。また、発電設備架台の
杭に横⽳を開けて⼟中深く埋め込んでいるため
水はけがよく、生育は良好。

• 発電設備容量・農地面積：
861.5kW・2.3ha

◼ 営農者の高齢化と後継者不在のため耕作
放棄地となっていた土地の地権者から、農
業の経験がなかった地元企業(株)オー
ビットワンが声を掛けられ開始した事例。

◼ 発電事業は地元の採掘業者である(有)福
士鉱業所が引受。メンテナンスは(株)オー
ビットワンが実施。

• 作物：畑わさび（遮光率34%）
※これまで農業の経験がなかったものの、地元の
特産品であれば営農指導が受けられ、販路も
あったため

• 発電設備容量・農地面積：
800kW・0.78ha

ハウスでの水耕栽培と組み合わせた
高収益農業への挑戦
（群馬県高崎市）

◼ 未利用地を中心に借上や購入を行い、確
保した農地を対象にする、(有)ファームクラ
ブによる営農型太陽光発電の事例。

◼ 土耕だけでなく、施設園芸ハウスでも栽培。
ハウスでは栽培と発電の両面から事業性向
上を追求。独⾃の透過性パネルを使用、
農作物によりパネル配置を変え、果菜類で
はより透過性を高め、受光率を調整。

• 作物：きゅうり等（葉菜・果菜・根菜類）
（遮光率30%（ハウス）、45%（土耕））

• 発電設備容量・農地面積：
1,423kW・2.12ha

出所：農林水産省「営農型太陽光発電取組支援ガイドブック[2024年度版]」、 https://www.maff.go.jp/j/shokusan/renewable/energy/attach/pdf/einou-39.pdf、
「営農型太陽光発電取組事例集（一覧）」、 https://www.maff.go.jp/j/shokusan/renewable/energy/attach/pdf/einou-36.pdf 

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/renewable/energy/attach/pdf/einou-39.pdf
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/renewable/energy/attach/pdf/einou-36.pdf
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（参考）営農型太陽光発電事業に係る不適切事案への厳格な対応

◼ 有識者、自治体関係者、発電事業者等との議論などを踏まえ、①従来、局長通知で定められていた許可基
準・提出資料に係る規定を法令（農地法施行規則）に明記、②制度の目的・趣旨や考え方を記載したガイ
ドラインを作成し、令和６年４月１日に施行。

◼ また、農地転用の許可を受けた者が定期報告を行う仕組み及び違反転用に係る原状回復等の措置命令を
履行しない事業者について公表する仕組みを法定化（令和６年６月成立）。

出所：農林水産省「農林水産省説明資料」（総合エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第68回））、
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/068_02_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/068_02_00.pdf
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自治体主体の中小企業支援
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自治体主体の中小企業支援の事例
～令和５年度「地域ぐるみでの脱炭素経営支援体制構築モデル事業」～

神奈川県 川崎市 静岡県 浜松市

◼ 金融機関や産業支援団体な
どが参加する川崎市脱炭素
経営支援コンソーシアムを設
立。支援体制構築のため、支
援機関向け勉強会を実施し、
中小企業の脱炭素経営支
援に係る基礎的な知識を共
有。

◼ 中堅・中小企業10社に対し
て省エネルギー診断、排出量
算定支援、削減計画策定支
援を実施するとともに、取組
段階に応じた適切な支援例と
して事例を取りまとめを実施。

◼ 浜松市が旗振機能を担い、
浜松地域脱炭素経営支援コ
ンソーシアムを設立し、中堅・
中小企業向けの一気通貫で
の支援体制を構築。

◼ GHG排出量算定ツールを用
いた、市と金融機関がデータ
を連携させるスキーム及び体
制の構築を推進。

◼ また、製造業を中心に19社
のカーボンニュートラル診断を
実施。

出所：環境省「地域ぐるみでの支援体制構築ガイドブック」、 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/guide/chiikigurumi_guide.pdf

愛知県

◼ 行政機関や経済団体、金融
機関などが参加する「あいち
脱炭素経営支援プラット
フォーム」を設立。その中で、
脱炭素経営に関するワンス
トップ相談窓口を設置する等、
中堅・中小企業向けの支援
体制を整備。

◼ 経済団体や金融機関等が中
小企業等に対して省エネ診
断応募を促し、受診後のフォ
ローアップまでを行うスキーム
を構築。また人材育成支援と
して炭素会計アドバイザー資
格への受験支援も実施。

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/guide/chiikigurumi_guide.pdf
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